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JWセンターは、産業廃棄物の適正処理の推進と循環型社会の形成を目指して、電子マニフェス
ト事業及び教育研修事業の安定的運営を図るとともに、感染性廃棄物容器評価事業、調査事業、国
際事業、出版事業、広報事業等社会的ニーズに即応した事業を積極的に実施した。

　平成 28 年度末現在の電子マニフェスト加入者数は

173,500 社、年間の登録件数は前年度比 12％増の約
2,375 万件（電子化率 47％）となった。

Ⅰ　電子マニフェスト事業
1.　電子マニフェスト加入者数及び年間

登録件数

　電子マニフェストの一層の普及拡大を図るため、以
下の事業を実施した。
⑴　電子マニフェスト導入説明会の開催
　�　地方公共団体、（公社）全国産業廃棄物連合会及び
各都道府県産業廃棄物協会、関係団体等と連携して、
電子マニフェスト導入説明会を積極的に実施した。
　1）　導入実務研修会� 36 回　1,639 名
　2）　操作体験セミナー� 129 回　1,622 名
　3）　個別導入相談会� 47 回　　 142 名
　4）　都道府県等と連携した説明会（講師派遣）
� 111 回　　　　　
⑵　広報活動
　1）�　ホームページ掲載内容の充実、リーフレットの

配付等による広報活動を積極的に実施した。
　2）�　業界別の電子マニフェストの運用事例を紹介し

た普及用ビデオを作成・配布し、事業者の普及啓

発に取り組んだ。
　3）�　新聞等出版物、展示会出展等による広報活動を

実施した。
⑶�　利便性向上のための電子マニフェストシステムの
機能強化
　1）�　スマートフォン及びタブレット機器に対応する

ためのマニフェストの照会機能等の運用を開始し
た（平成 28年 6月）。

　2）�　加入者からのシステム改善要望等に基づくシス
テムの機能強化を行った。

⑷　少量排出事業者の加入促進
　�　少量排出事業者の加入を促進するため、新規に加
入する排出事業者の団体加入使用料（C料金）を無
料とするキャンペーンを平成 28 年 4 月 1 日から平
成 29年 3月 31日まで実施した。
　　　C料金の年間増加加入者数　　　28,508 社
⑸　利用料金の引き下げ

2.　電子マニフェスト普及促進

区分

年度

加入者数
電子マニフェスト
年間登録件数排出事業者 収集運搬

業者 処分業者 合計
Ａ料金 Ｂ料金 C料金 計

平成27年度
実績 3,519 16,953 97,597 118,069 15,543 7,829 141,441 21,247,609

（42％）

平成
28年度

計画 3,650 18,200 105,000 126,850 16,500 8,200 151,550 23,300,000
（47％）

実績 3,734 18,653 126,105 148,492 16,826 8,182 173,500 23,748,382
（47％）

平成28年度事業報告（概要）
◆事業報告

JWセンターの「第17回理事会（平成29年度第1回通常理事会）」が6月6日、「第12回評議員会（平成29
年度定時評議員会）」が6月21日に開催され、平成28年度の事業報告、収支決算等が承認されました。
平成28年度事業報告の概要は次のとおりです。
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⑴　講習会
　�　廃棄物処理法の関係規定に対応する講習会として、
以下の講習会を（公社）全国産業廃棄物連合会及び
各都道府県産業廃棄物協会並びに（公社）日本医師
会との連携のもとに実施した。
　1）�　産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許

可申請に関する講習会（新規、更新）（以下「新規
講習会」、「更新講習会」という。）

� 6 課程
　2）�　特別管理産業廃棄物管理責任者に関する講習会

及び医療関係機関等を対象にした特別管理産業廃

棄物管理責任者講習会（以下「特管責任者講習会」
という。）� 2 課程

　3）�　PCB廃棄物の収集運搬業作業従事者講習会（以
下「PCB講習会」という。）� 1 課程

⑵　講習会の開催実績
　1）　新規講習会	 135 回� 14,329 名
　2）　更新講習会	 162 回� 20,017 名
　3）　特管責任者講習会	 131 回� 16,476 名
　4）　PCB講習会	     6 回� 744 名
　　　　計	 434 回� 51,566 名
⑶　委員会
　�　講習会を適切に実施するため、講習会に関する重

Ⅱ　教育研修事業
1.　講習会事業

セ
ン
タ
ー
だ
よ
り

　�　電子マニフェストの加入者の費用負担の公平化を
図るとともに、少量排出事業者等の加入を促進する
観点から、利用料金の引き下げの検討を行い、平成
29年 4月 1日より基本料及び使用料の一部を値下げ
した。

　電子マニフェストシステムの安定した稼働を確保す
るとともに、円滑かつ安定的な運営を維持した。また、
システムの安定的な運用のため、外部からの不正アク
セスに対する堅固な侵入防御システムの導入を含めた
保守管理を引き続き実施した。

　環境省より「ITを活用した循環型地域づくり基盤整
備事業」及び「食品廃棄物不適正転売事案等の再発防
止に資する電子マニフェストシステム改修業務」を受
託し、以下の事業を実施した。
⑴　ITを活用した循環型地域づくり基盤整備事業
　1）　電子マニフェストシステムの機能強化
　　�　不適正な登録・報告に係るマニフェスト情報に

ついて、期間や地域を指定して一覧を抽出し、自
治体に情報提供する機能を開発した。

　2）　電子マニフェスト普及啓発事業
　　�　電子マニフェスト導入実務研修会を 9回（青森、

岩手、山形、富山、福井、山梨、山口、高知、沖縄）
開催した（参加者数：319 名）。

　3）　ロードマップ及びマニフェスト制度の検証
　　�　有識者、都道府県・政令市及び排出事業者・処

理業者の業界団体の協力を得て、「マニフェスト制
度総点検に関する検討会」を 3回開催し、「電子マ
ニフェスト普及拡大に向けたロードマップ（平成
25年 10 月環境省策定）」及びマニフェスト制度の
検証を行い、今後のマニフェストの普及拡大へ向
けた課題への対応方策及びマニフェスト制度の運
用について検討を行った。

⑵�　食品廃棄物不適正転売事案等の再発防止に資する
電子マニフェストシステム改修業務
　1）　電子マニフェストシステムの機能強化
　　①�　収集運搬業者による電子マニフェスト情報の

虚偽記載（積替保管を含まない場合において有
価物拾集量の入力があった場合）を検知し、収
集運搬業者に警告表示する機能を開発した。

　　②�　委託契約書情報（廃棄物の種類、委託契約期間、
処理ルート）と電子マニフェスト情報の相違を
検知し、排出事業者に警告表示する機能を開発
した。

　2）�　画像情報等管理の仕組みの構築へ向けた調査
　　�　電子マニフェストシステムによる画像情報及び

位置情報を一体で管理する仕組みの構築に向けた
基礎調査として、ＡＳＰ事業者における運用実態
を調査するとともに、都道府県・政令市による監
視業務への活用の可能性や課題を整理した。

3.　電子マニフェストシステムの安定的
な運営管理

4.　環境省受託事業
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要事項を審議する「教育研修運営委員会」、テキスト
作成等に関する事項を審議する「テキスト作成委員
会」、修了試験問題に関する事項を審議する「講習会
試験委員会」、医療関係機関等を対象にした特管責任
者講習会及び PCB講習会のテキスト作成、修了試験
問題に関する事項を審議する「テキスト作成・試験
委員会」を各 2回開催した。
⑷　インターネットによる受講申込みの普及拡大
　�　各都道府県産業廃棄物協会の協力を得てインター
ネットによる受講申込みの普及拡大に努めるととも
に、平成 28年度にはインターネット申込みの際の受

講料の値引きを導入したことなどにより、平成 28年
度末にはインターネット申込みの割合は全体の約
47％となった。

　排出企業を対象にした「産業廃棄物マネジメント研
修会」（基礎コース 8回、管理コース 4回）、事故由来
放射性物質に汚染された廃棄物の処理に携わる処理業
者等を対象にした「放射性物質汚染廃棄物の処理に関
する講習会」（2回）を実施した。
　また、福島県より「平成 28年度福島県産業廃棄物処
理業務研修会開催業務」を受託し、実施した。

2.　研修事業

　適正な感染性廃棄物容器の普及促進を図ることを目
的として、JWセンターで定めた評価基準に基づいた評
価を行う「感染性廃棄物容器評価事業」を実施した。
　また、製品評価の社会的ニーズはあるものの、市場

シェアが非常に低いこと等に鑑み、本事業のあり方を
抜本的に見直すための検討に着手した。
　評価実績：更新　8社　26製品�
� （累計：12社　41製品）

Ⅲ　感染性廃棄物容器評価事業

◆事業報告

⑴�　環境省より「平成 28年度マニフェストデータの有
効活用方策検討業務」及び「感染性廃棄物処理マニュ
アル改訂業務」を受託し、実施した。
⑵�　三重県より「産業廃棄物循環圏域実態調査業務」
を受託し、実施した。
⑶�　国立環境研究所を代表研究機関とした環境研究総
合推進費「廃棄物の焼却処理に伴う化学物質のフロー
と環境排出量推計に関する研究」に、昨年度に引き

続き、共同研究者として参画した。

　国内外の産業廃棄物・リサイクル等に関する情報収
集・解析を行った。また、調査事業の内容については、
学会等を通じて広く情報提供を行った。
⑴�　最終処分場における廃棄物・環境関連情報の活用
方法の検討
⑵�　マニフェスト電子化率推定方法の検討　他

Ⅳ　調査事業
1.　受託等調査事業

2.　自主調査事業

　アジア地域における循環型社会の形成に向けて、産
業廃棄物管理や電子マニフェストシステムに関する情
報の収集・提供、3Rの国際推進に協力する活動を行った。
⑴�　海外の産業廃棄物管理情報の収集・提供、国際交
流の推進
⑵　日本・韓国・台湾ネットワーク会議
　　第 4回会議（平成 28年 10月 日本・東京都）
⑶　政府の関係事業への協力等
　�　我が国の循環産業（廃棄物・リサイクル産業）の

戦略的国際展開・育成事業について、国及び関係団
体等と連携し、協力した。
　�　また、環境省より「平成 28年度産業廃棄物処理業
の海外展開促進策の検討調査業務」を昨年度に引き
続き受託したほか、「循環産業のアジア地域への展開
に関する国別・都市別戦略検討業務」及び「「平成
29年度我が国循環産業海外展開事業化促進業務」等
の実施対象事業選定等業務」を受託し、実施した。

Ⅴ　国際事業
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　産業廃棄物に関する最新の話題の提供、産業廃棄物
の適正処理に向けた関係者の理解を深めるための「JW
セミナー」及び JWセンターの関係者間の情報交換を
進めるための「JW懇話会」を各１回実施した。
⑴�　JWセミナー：水銀に関する水俣条約発効と水銀廃
棄物の動向（平成28年11月30日）
　1）　「水俣条約の経緯と発効に向けた動向」
　　�　環境省環境保健部環境安全課水銀対策推進室長

　高橋 一彰氏
　2）�　「水銀条約の発効に向けた水銀含有廃棄物処理の

取組みと今後」
　　�　野村興産（株）　代表取締役社長　藤原 悌氏
⑵�　JW懇話会：廃棄物処理法の見直し検討の論点（平
成29年3月28日（火））
　�　「中環審廃棄物処理制度専門委員会における廃棄物
処理法見直しの議論」
　　国立環境研究所資源循環・廃棄物研究センター
� 循環型社会システム研究室長　田崎 智宏氏

　　ＪＷセンターの機関誌を発行した。

　⑴　発　　行　季刊（年４回）
　⑵　発行部数　各号 2,300 部
　⑶　配 布 先　都道府県・政令市、関係団体等

　廃棄物処理に関する書籍の企画、編集、出版、販売
協力を行った。
　⑴　�廃棄物処理法令（三段対照）・通知集（平成 28

年版）（平成 28年 5月発行）
　⑵�　廃棄物処理法に基づく感染性廃棄物処理マニュ

アル（平成 24年 5月改訂）（平成 24年 9月発行）
　⑶�　建設廃棄物適正処理マニュアル（平成 23 年 7

月発行）

　電子マニフェスト事業、教育研修事業など JWセン
ターの活動等について、ホームページによる情報提供
を行った。また、JWセンターの各事業の利用者等に対
するメールマガジンの配信（月 2回）を行った。
　また、2016NEW環境展（平成 28 年 5 月東京ビッ
クサイト）に出展し、JWセンターの各事業について広
報活動を行った。

Ⅵ　広報事業
1.　JWセミナー、JW懇話会

2.　機関誌の発行

3.　書籍の出版等

4.　ホームページ等による広報

　産業廃棄物関係三団体の共催による全国大会を開催
した。
　⑴　名　　称　�「第 15 回 産業廃棄物と環境を考え

る全国大会」
　⑵　期　　日　平成 28年 11月 11 日（金）
　⑶　場　　所　�ホテルグランヴィア岡山�

（岡山県岡山市）
　⑷　主　　催　�（公社）全国産業廃棄物連合会
　　　　　　　　�（公財）産業廃棄物処理事業振興財団
　　　　　　　　JWセンター
　⑸　参加者数　651 名

　廃棄物処理法第 13条の 15 第１項に基づき設けられ
ている産業廃棄物適正処理推進センター基金に、環境
大臣からの平成 28年度出えん要請に基づき、出えんを
行った。

　情報セキュリティ対策及び BCP対策の一環として、
JWセンターの内部サーバを外部の信頼性の高いクラウ
ドサーバに変更するとともに、データセンターへのデー
タ保存や回線の整備等を行った。

Ⅶ　その他の公益事業等
1.　全国大会の開催 2.　産業廃棄物適正処理推進センター基

金への出えん

3.　情報セキュリティ対策の充実強化
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　産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会の処分課程（新規・更新）の「計測管理」、「最
終処分」科目には難しい専門的な用語が多いため、講習会の講義の理解を深める目的で、新たに「講習会テキスト用
語集」のページをホームページに開設いたしました。

　廃棄物処理法に基づく「特別管理産業廃棄物管理責任者」（「特別管理責任者」といいます。）には更新制度等があり
ません。
　こうしたことから、「特別管理責任者講習会」を受講し、修了された方々から、「廃棄物処理法等が改正されてもそ
の情報を得ることが難しい」、
「業務に関連する最新情報を提
供して欲しい」といった、修了
者に対するフォローアップの充
実を求めるご意見、ご要望が寄
せられています。
　そこで、新たに「特別管理責
任者講習会修了者専用ページ」
をホームページに開設いたしま
した。
　皆様が、いつでも自由にこの
ページにアクセスすることによ
り、関係法令の改正内容や関連
する情報をご確認いただくこと
ができます。

◆特別管理責任者講習会修了者専用ページの開設について

◆�講習会テキスト用語集（処理業講習会：処分課程）
の作成について

図１　講習会テキスト用語集（計測管理）

図２　特別管理責任者講習会修了者専用ページ
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「平成29年版 廃棄物処理法令（三段対照）・通知集」の出版
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律、施行令、施行規則を収載した、「平成29年版廃棄物処理法令（三段対照）・通
知集」を平成29年７月中旬に刊行いたしました。
　ご購入を希望される方は、JWセンターホームページ（http://www.jwnet.or.jp/publish）または書店よりお申込
みください。

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律、施行令、施行規則（三段対照）
　※�　法律、施行令、施行規則の相互の委任関係を三段対照で分かりやすく表示
　※�　法律や政省令の改正の際の条文の準用や読替えについて、改正後の条文に整理して収載
・主要通知集（昭和46年～最新）
　※�　産業廃棄物に係る最新の通知、過去（昭和46年～平成29年２月）の通知を厳選して収載
　※�　放射性物質汚染廃棄物関係の環境省通知のほか、労働安全衛生対策及び電離放射線障害防止規則等に関する厚

生労働省通知を収載
・放射性物質汚染廃棄物関係　主要通知
　※�　「災害廃棄物対策」として、

東日本大震災により生じた
災害廃棄物の処理に関する
特別措置法、放射性物質汚
染対処措置法のほか、被災
市町村が災害廃棄物処理を
委託する場合における処理
の再委託の特例措置等を収
載

・資料編　○�廃棄物処理法にお
ける罰則一覧

　　　　　○�廃棄物関連ホーム
ページ一覧　等

発行日：平成29年７月中旬
定　価：4,320円（税込）

　平成29年６月６日に開催された理事会において、以下のとおり理事長が選定されました。

理事長
日付 氏名 現職

平成29年7月1日 関　荘一郎 公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター　理事
・岡澤 和好理事長につきましては、平成29年６月30日をもって退任され、平成29年７月１日より顧問に就任されました。

人事（職員）
日付 職名 氏名

平成29年6月1日 教育研修部（臨時職員） 佐藤　友美

平成29年7月1日 事務局長 宮原　順三

「見出し」 を新たに追加！

条文が見つけやすくなりました。


